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議第４４号 

 

   高山市後期高齢者医療に関する条例及び高山市介護保険条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

 高山市後期高齢者医療に関する条例及び高山市介護保険条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

 

  平成２５年６月３日提出 

 

                         高山市長  國 島  芳 明  

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 延滞金の特例割合を見直すため改正しようとする。 

 

ただいま 議題となりました「議第９５号 高山市職員の退職手当に関する条例

等の一部を改正する条例について」 ご説明申し上げます。 

 

議案綴りの２７ページをご覧ください。 

 

 

 提案理由としましては、 

国家公務員の在職期間中における不祥事が退職後に発覚したことを契機に、 

退職手当制度の一層の適正化を図り、公務に対する信頼確保に資するため、 

退職後に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められるに至った者の 

退職手当の「全部」又は「一部」を返納させることができることとするなど、 

退職手当に係る 支給制限 および 返納制度 の見直しを行うため、 

国家公務員退職手当法の一部を改正する法律が平成２０年１２月２６日に公布

され、平成２１年４月１日から施行されたところであり、 

国家公務員退職手当法の改正等に伴い 改正しようとするもの でございます。 

 

 

 

 

２８ページをご覧ください。 

 

防衛省 守屋元事務次官 

利益関係者（「山田洋行」の宮崎元専務）
との在職中の約２００回にもおよぶゴル
フ接待など 
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高山市後期高齢者医療に関する条例及び高山市介護保険条例の一部を改正する条例 

（高山市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第１条 高山市後期高齢者医療に関する条例（平成１９年高山市条例第２９号）の一部を次の

ように改正する。 

改 正 前 改 正 後 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間、第６条第１項に規定する延滞

金の年７．３パーセントの割合は、同項の

規定にかかわらず、各年の特例基準割合（各

年の前年の１１月３０日を経過する時にお

ける日本銀行法（平成９年法律第８９号）

第１５条第１項第１号の規定により定めら

れる商業手形の基準割引率に４パーセント

の割合を加算した割合をいう。）が年７．３

パーセントの割合に満たない場合には、そ

の年中においては、当該特例基準割合（当

該割合に０．１パーセント未満の端数があ

るときは、これを切り捨てる。）とする。 

４ 当分の間、第６条第１項に規定する延滞

金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、同項の規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前

年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２

６号）第９３条第２項の規定により告示さ

れた割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この項において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場

合には、その年（以下この項において「特

例基準割合適用年」という。）中においては、

年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合に

は、年７．３パーセントの割合）とする。 

  

（高山市介護保険条例の一部改正） 

第２条 高山市介護保険条例（平成１６年高山市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

改 正 前 改 正 後 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第４条 当分の間、第１０条第１項に規定す 第４条 当分の間、第１０条第１項に規定す
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る延滞金の年７．３パーセントの割合は、

同項の規定にかかわらず、各年の特例基準

割合（各年の前年の１１月３０日を経過す

る時における日本銀行法（平成９年法律第

８９号）第１５条第１項第１号の規定によ

り定められ商業手形の基準割引率に年４

パーセントの割合を加算した割合をいう。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場

合には、その年中においては、当該特例基

準割合（当該割合に０．１パーセント未満

の端数があるときは、これを切り捨てる。）

とする。 

る延滞金の年１４．６パーセントの割合及

び年７．３パーセントの割合は、同項の規

定にかかわらず、各年の特例基準割合（当

該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この条におい

て同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年（以下この条にお

いて「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とする。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の高山市後期高齢者医療に関する条例附則第４項及び第２条の

規定による改正後の高山市介護保険条例附則第４条の規定は、延滞金のうち平成２６年１月

１日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、

なお従前の例による。 


